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基 本 情 報

大阪市港区における取り組み内容と事業費の関係について
～国道４３号沿道の環境対策～

大阪市港区について 背景・課題・対策 取り組んできたMMメニュー
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Ｈ２７
（１０年目）

・ が比較的多い

・ が課題

・沿道には 、隣接して する

・ (阪神高速西大阪線)があり、国道４３号に“蓋”をした状態

・かつては毎年、大気の していた

状況（港区内）

港区を縦断し、神戸方面と堺方面を接続する阪神間臨海部の主要幹線道路

国道４３号

阪 神 高 速 西 大 阪 線

国 道 4 3 号

市民ＴＦＰ

今回は、比較的「費用」「効果」の算出が容易な「交通便利マップの作成・配布」について検証を行うＭＭの効果検証

交通便利マップの内容

バス・鉄道路線図 渡船路線図

高速道路路線図

バスの乗り方案内 自転車マップ

マイ時刻表作成表

バス時刻表 渡船時刻表

高速道路ＩＣ案内図市内主要バスのりば案内

駐輪場案内図

エコドライブ啓発

バス接近情報アプリ紹介

バス所要時間情報

より⼿に取っていただくために
表紙には区のコンテスト受賞作等を採用

区の通年のイベントカレンダーを掲載

区内観光ポイントや優良景観ポイントを紹介

港区地域ブランドプロジェクト｢みなトクモン」などの情報を掲載

各種問合せ先など

外国語対応［市営交通HP(外国語版)のQRコードを掲載］

マップの配架場所

対 策

・ 西 大 阪 線 料 金 対 策

・国道４３号ハード対策

・国道４３号ソフト対策

…低騒音舗装・車線拡幅・交差点改良 など

…モビリティ・マネジメント（MM）を実施

…西大阪線の料金を下げ、国道４３号の交通量の抑制を図る

（組織構成：港産業会、港区都市環境協議会、大阪府トラック協会、大阪大学、大阪市、国交省など）

主に大阪市が事務局として対応

区民センター

近隣センター

住民情報センター

地域会館等(１１地域)

環 境 局

老人福祉センター

地下鉄 弁天町駅

地下鉄 朝潮橋駅

地下鉄 大阪港駅

JR 弁天町駅

みなと区民まつり

天保山まつり

ベイタワーホテル

エコドライブ講習会

フードマイレージ授業

区役所転入者窓口

港区基本情報（H28.5現在）

・面積 7.86k㎡
・人口 約82,000人
・世帯数 約40,000世帯

兵庫県

京都府

奈良県

和歌山県

大阪湾

Ｈ２８
（１１年目）

ＭＭ確立期（H18～H21）・定着期（H22～H26）として、
大阪市のまちづくり部局（都市計画局）が主導的に実施

港区民のさらなる
意識向上のため、
区役所主導のもと
継続して実施

事業者ＴＦＰ

エコドライブ講習会

継続的な情報提供（広報紙・HPにて取組を紹介）

転入者ＭＭ

国からの補助金あり 国からの補助金なし

区内イベントの様子

大阪市

（有料）

（無料）

港区

USJ

海遊館

（ハザードマップやゴミ収集日案内とともに
交通便利マップを「区の基本情報」として提供）

「環境にやさしい交通をすすめるプロジェクト」を組織

公共交通

公共交通

公共交通

高速道路

自 転 車

公共交通

公共交通

公共交通

高速道路

自 転 車

公共交通

そ の 他

そ の 他

そ の 他

そ の 他

まずは手に取ってもらえるよう、地域に密着した情報等を掲載しています 区民だけでなく、観光客にも利用していただけるように配慮しています

小学校ＭＭ（フードマイレージ授業の実施）

地域行事での啓発（区民まつり等で啓発グッズとともに
交通便利マップを配布・アンケートも実施）

交通便利マップ作成・配布

⾄ 神⼾

⾄
堺市⽅⾯
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マップ作成にかかった費用（累計）

マップ配布による便益（累計）

（百万円）

（見込み）

マップ

配布数

マップを手に

した方の利用率

マップ利用者が心がける

ようになった行動

交通行動実践時の

最低単価（初乗り料金等）

MM（交通便利マップ配布）の効果

各年度

配布数

８０％
多くの年度で性別では女性が、

年齢では60代の利用率が高い 高速道路を利用 ３％ 高速道路利用時(阪神高速道路) ５１０円

アンケート結果
（毎年安定的な結果）

交通行動実践者が、その交通手段を
１回のみ最短距離を利用したと仮定

×

その年度の

マップ配布による

交通事業者

が受ける便益

電車（地下鉄）・市バス ２００円電車・バスを利用１７％
× × ＝

１．交通事業者（大阪市営交通・阪神高速道路）が受ける便益と費用のバランス（金銭換算が可能な便益）

２．大気環境に寄与する効果（CO2の削減(1km/人あたり)）

３．地域とのつながりなどからみた成果（交通便利マップに限定しない）

交通行動実践に伴う環境改善

[自動車(一般道)のCO2排出量 159.7g/km/台]

高速道路利用時のCO2排出量 111.1g/km/台

その年度の

マップ配布による

CO2削減量

電車利用時のCO2排出量 22g/km/人

＝

アンケート結果
（毎年安定的な結果）

マップ

配布数

マップを手に

した方の利用率

マップ利用者が心がける

ようになった行動

各年度

配布数

８０％

多くの年度で性別では女性が、

年齢では60代の利用率が高い

高速道路を利用 ３％
×

電車を利用 １７％

× ×

ま と め

地元と行政が対話によって対策を実施する方法は、
対立しあう方法に比べ、

互いに前向きな姿勢で、信頼関係を築きながら
より良い結果を生み出している

自転車・徒歩で移動２０％ 徒歩・自転車利用時のCO2排出量 0g/km/人

クルマの相乗り ３％ 相乗りした方のCO2排出量 0g/km/人

アンケート結果
（毎年安定的な結果）

アンケート結果
（毎年安定的な結果）

これまで自動車で一般道を利用していた方が、
それぞれの行動を１回のみ１km実践したと仮定

便益が費用を
上回りつつある
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

CO2削減量累計

１０年間で約１３ｔ
の削減効果

港区は、地域のつながりが今なお強く、住民どうしの交流も活発で、従来より
地域と行政の協議体制が整っていた。

国道４３号沿道対策の実施にあたっては、地域の協力によって、話し合いで、渋
滞、環境などの課題の解決を図ることとなり、ハード対策などとともにMMを実施
ししている。現在では、地元から感謝の言葉をかけていただけるようになっている。

（トン）

今年度で１１年目を迎え、交通事業者の収支的な効果や、環境改善に資する効果など、事業継続による定量的な効果の把
握が可能となった。また、事業立ち上げのためには初期投資の確保が必要であるが、継続的に実施すれば初期投資に見合
う成果が出せる可能性があることや、地元との信頼関係の構築等の計り知れない効果があることも判明した。

※アンケートは対面式で実施しているため、回収率は１００％

年度
マップ
作成費

（千円）

マップ
配布数

（部）

便益
（千円）

備 考

H18 2,700 32,000 1,262 マップ初期構成

H19 2,000 32,000 1,262 情報更新＋自転車マップ作成

H20 400 11,500 454 情報更新

H21 1,200 11,500 454 構成変更(エリア別→区全体版へ)

H22 1,990 50,000 1,972 情報更新

年度
マップ
作成費

（千円）

マップ
配布数

（部）

便益
（千円）

備 考

H23 1,600 15,000 592 構成変更(A2四つ折→ポケットサイズへ)

H24 1,410 50,000 1,972 情報更新

H25 350 20,000 789 情報更新

H26 370 20,000 789 情報更新

H27 180 15,000 592 情報更新

出典：国総研 研究資料(NO.671)

出典：国総研 研究資料(NO.671)

出典：国交省 自動車燃料消費量調査(H26)

転入者数：4,087人

転入者数：3,861人

転入者数：3,789人

転入者数：4,202人

転入者数：4,381人

転入者数：5,474人

転入者数：4,977人

転入者数：4,918人

転入者数：2,511人

転入者数：4,350人


